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６月から見直しが実施さ

れる「産業医の役割」 

 

◆報告書の公表と省令改正 

近年、メンタルヘルス対策

や過重労働対策等、労働者の

健康確保対策の重要性が増

しているところですが、それ

に伴い「産業医」に求められ

る役割が変化し、ストレスチ

ェックをはじめとして対応

すべき業務も増加していま

す。 

このような状況の中、昨年

12月に「産業医制度の在り方

に関する検討会報告書」がま

とめられ、それを受けて厚生

労働省が今年 2 月に産業医

の役割等に関する省令の改

正を行い、6 月 1 日より施行

されることとなっています。 

企業の実務にも影響を与

えることとなりますので、改

正の内容を紹介いたします。 

 

◆改正の内容 

（１）健康診断の結果に基づ

く医師等からの意見聴取に

必要となる情報の医師等へ

の提供  

事業者は、各種健康診断の

有所見者について医師等が

就業上の措置等に関する意

見具申を行ううえで必要と

なる労働者の業務に関する

情報を当該医師等から求め

られたときは、これを提供し

なければならないこととす

る。 

（２）長時間労働者に関する

情報の産業医への提供 

事業者は、毎月 1 回以上、

一定の期日を定めて、休憩時

間を除き 1 週間当たり 40 時

間を超えて労働させた場合

におけるその超えた時間の

算定を行ったときは、速やか

に、その超えた時間が 1 月当

たり 100 時間を超えた労働

者の氏名および当該労働者

に係る超えた時間に関する

情報を産業医に提供しなけ

ればならないものとする。 

（３）産業医の定期巡視の頻

度の見直し 

少なくとも毎月 1 回行う

こととされている産業医に

よる作業場等の巡視につい

て、事業者から毎月 1 回以上

産業医に所定の情報が提供

されている場合であって、事

業者の同意がある場合には、

産業医による作業場等の巡

視の頻度を、少なくとも 2 月

に 1 回とすることを可能と

する。 

 

◆「働き方改革」における 

位置付けは？ 

ストレスチェック制度の

開始（2015 年 12 月）で改め

て注目を集めることとなっ

た産業医。 

今年 2 月公表の『働き方改

革実行計画』に盛り込まれた

「病気の治療と仕事の両立」

の項目の中でも、“産業医の

役割の重要性と機能強化”や

“産業医が効果的な活動を

行いやすい環境整備”がポイ

ントとされており、今後ます

ます「産業医の役割」に注目

が集まりそうです。 

 

 

「年金受給開始年齢の引

上げ」「定年延長」…自民

党提言案の概要 

 

◆年金の受給開始が 70 歳以

降でも可能に？ 

自民党は政府に対する提

言をまとめ、公的年金を、



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70 歳を過ぎても受け取れる

ような選択が可能な制度を

導入することを盛り込むこ

とがわかりました。 

現在の受給開始年齢は原

則 65 歳ですが、60 歳から

70 歳までの間で受給開始時

期を選ぶことができ、繰り

上げれば減額、繰り下げれ

ば増額となる仕組みとなっ

ています。 

今回の提言では、希望す

れば 70 歳を過ぎてからの受

給開始が可能になり、その

ぶん年金額が増額になる制

度を導入し、高齢者が働け

る環境の整備や年金財政の

安定を目指すとしていま

す。 

 

◆65 歳までは「完全現役世

代」 

また、上記の提言では、

2025 年度までに公務員の定

年年齢を 65 歳までに延ばす

ことを求め、65 歳までを

「完全現役世代」、70 歳ま

でを「ほぼ現役世代」とし

て働ける社会を推進すると

しています。 

60 歳の定年後に再雇用さ

れる仕組みではなく、新た

な職域としてそれまでの経

験や知識を活かした仕事や

社会活動などを求めるとし

ています。 

これらの提言は、政府が

今年 6 月頃に決定する予定

の「経済財政運営と改革の

基本方針」（骨太の方針）な

どに反映される予定です。 

 

◆「高齢者」の定義が変わ

る？ 

日本老年学会などは今年

1 月、現在 65 歳以上と定

められている「高齢者」の

定義を 75 歳以上に引き上

げ、前期高齢者とされてい

る 65～74 歳は「准高齢

者」と区分すべきとする提

言と発表しました。これ

は、同学会が 10 年前に比

べ現在の 65 歳以上の人の

知的・身体能力は 5〜10 歳

は若返っていると判断した

ことによるものです。 

近い将来、65 歳を過ぎて

も現役で働く「准高齢者」が

増えることで、彼らが社会

保障を「支える側」に回り、

活躍する日も近いかもしれ

ません。 

 

 

6 月の税務と労務の手続

期限［提出先・納付先］ 

 

1 日 

○ 労働保険の年度更新手

続の開始＜7 月 10 日ま

で＞［労働基準監督署］ 

   

12 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業

開始届の提出＜前月以

～当事務所より一言～ 

 

降に一括有期事業を開

始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

○ 特例による住民税特別

徴収税額の納付［郵便局

または銀行］ 

   

20 日 

○ 個人の道府県民税・市町

村民税の納付＜第 1 期

分＞［郵便局または銀

行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報

告書の提出［年金事務

所］  

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況報告（雇

用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職

の翌月末日＞［公共職業

安定所］ 

 

雇入時及び毎年一回 

○ 健康診断個人票［事業

場］ 


